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Ⅰ　問題と目的

　不登校は，一時期の減少傾向から一転して，また増
加の様相を呈している。文部科学省学校基本調査によ
れば，平成１９年度間に不登校を理由として長期欠席を
行った中学生は１０５,１９７名，小学生では２３,９２７名にの
ぼっている。一方で，登校しつつも「学校に行きたく
ない」と感じている子どもの存在は，従来から指摘さ
れている（森田１）; 本保・佐久川２））。五十嵐・萩原３）

は，こうした状態について，登校は行っているが学校
生活を楽しむことができていないということであり，
不登校の前駆的状況として「不登校傾向」であると考
え，その心理的構造を探っている。
　このように，登校回避に関する実態や心理状態の把
握に関する研究が進む中，その背景要因ならびに援助
手法を探るための臨床心理学的研究として，ストレス
理論を援用した観点からなされた一連の研究がある。
例えば渡辺・蒲田４）は，実際に不登校に至っている中
学生と登校している中学生の比較を行い，不登校児は
ソーシャルサポートの受領量とその満足度が低いこと
を示した。さらに渡辺・小石５）は，中学生の登校回避
感情を規定するソーシャルサポートとして，特に父親
と友人からのサポート満足度の低さがあげられること
を指摘した。また古市・國房６）は，小学生の学校ぎら
い感情が，友人関係，教師関係，学習関係といった学
校ストレッサー経験と関連していると述べているほ
か，三好７）は，中学生への調査結果から，対人ストレ
スに比べ学校特有の事象によるストレス（学業やクラ
ブなど）が不登校傾向に直接的影響力が強いことを実
証した。
　以上のように，登校回避状態を学校ストレス反応の
１つとして捉えた研究では，ストレス理論で用いられ

る変数のうち，ソーシャルサポートやストレッサーを
取り上げた研究の蓄積がなされており，一定の成果を
得ていると言えよう。しかしながら，ストレス対処方
略に関しては，武田・原８）が，慢性疾患児を不登校経
験者と非経験者に群分けし，両者のストレス対処行動
に差はないことを明らかにしたことを示しているのが
主であり，他の実証的研究は少ない。しかしながら，
ラザルス・フォルクマン９）のストレス理論を振り返っ
てみても，対処方略は精神的健康に大きく影響を与え
ていることは明らかであるため，研究の蓄積により，
不登校の問題に果たして対処方略は全く関連していな
いのかを検討し続ける必要があると示唆される。先に
指摘したように，約半数の児童・生徒が「学校に行き
たくない」と感じつつ登校している実態があることを
踏まえると，やはり何らかの対処方略を用いて登校回
避場面を乗り越え，登校行動へと結びつけている児
童・生徒が多くいると推測することが可能である。
　特に研究上の問題点を考えると，武田・原８）の研究
では，一般的なストレス対処方略を測定する尺度を用
いて検討がなされている。しかし，先にあげたような
他のストレス関連変数についての研究を踏まえれば，
対処方略についても登校回避場面には特有の問題があ
ると考えるのが適切であり，この点を踏まえた検討が
必要である。これは，近年の対処方略研究が，場面特
有性を考慮していることからも同様に示唆される。そ
のように考えると，登校回避場面における対処方略に
ついては，「学校に行きたくない」という状況を具体的
に捉え，その場面における対処方略を探るという手法
を用いることができよう。
　しかしながら，こうした登校回避場面は，個々人に
よって，同じ状況であっても「学校に行きたくない」
と感じる者もあれば，そう感じない者もおり，また例
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え「学校に行きたくない」と感じたとしても，その程
度には個人差があるというように，極めて個別性の高
いものである。また，その質的な状況場面の違いに
よって，用いられる対処方略にもおのずと差異が生じ
るのではないか，ということも推測される。
　以上を踏まえ，本研究では，未だ開発されていない
登校回避場面特有の対処方略について，それを測定す
る尺度を開発することを第一の目的とする。また，同
様に，未開発である登校回避場面を測定する尺度につ
いて，個人の程度の差異を含めて測定可能なものを開
発することを第二の目的とする。さらに，登校回避場
面の質的差異に注目し，それによって用いられる対処
方略にどのような違いがあるのか明らかにすることを
第三の目的とする。これらについては，現に登校して
いる児童・生徒を対象とすることにより，不登校に至
らないために児童・生徒が自ら用いている工夫を明ら
かにできると期待される。したがって，不登校に至っ
た児童・生徒に対しても，「どのような対処方略を用い
れば登校できるか」を指導・援助する手法の開発に援
用できるものと考えられる。

Ⅱ　予備調査

１．目的
　登校回避場面における対処方略尺度，ならびに登校
回避場面測定尺度の項目案を作成する。

２．方法
（１）調査対象
　小学生については，A県内公立B小学校５年生６９名
（男子３７名，女子３２名），６年生６３名（男子３２名，女子３１
名），合計１３２名（男子６９名，女子６３名）であった。
　中学生については，A県内公立C中学校１年生７９名
（男子４０名，女子３９名），２年生９６名（男子５０名，女子４６
名），３年生８６名（男子４３名，女子４２名，不明１名），合
計２６１名（男子１３３名，女子１２７名，不明１名）であっ
た。
（２）調査内容
　学校に行きたくないと感じても登校することがある
かどうかについて尋ねた後，「ある」と答えた者に対し，
それがどのような時であるかということ（登校回避場
面）と，そのような時に「それでも気持ちを切りかえ
たり，学校に行くために，どんな工夫をしているか」
ということ（登校回避場面における対処方略）につい
て，自由に記述してもらった。
（３）調査時期と手続き
　２００８年６月～７月に各学級で学級担任が一斉に実施
し，その場で回答・回収された。
（４）結果の整理
　教員養成系大学に在籍する大学生４名により，KJ法
によって分類された。

３．結果と考察
　調査対象者のうち，「学校に行きたくないと思っても
登校することがある」と回答した者は，小学生で３６名
（２７.２７％），中学生で８３名（３１.８０％）であった。これら
の回答者より，登校回避場面における対処方略につい
ては，合計１４４個の記述が得られた。また，登校回避場
面についての記述は，合計１９２個の記述が得られた。
　これらの結果について，それぞれKJ法により分類
した結果，登校回避場面における対処方略について
は，「人と会う」「人に相談する」「忘れる」「我慢する」
「切り替える」「行動して発散」「考えないようにする」
「開き直り」「生き甲斐を見つける」「その他」に分類さ
れ，それぞれの分類から重複が多かったものを中心に
３７項目を抽出して「登校回避場面における対処方略尺
度項目案」とした。
　登校回避場面に関する記述は，「学校が理由のもの」
「対人関係が理由のもの」「体に関することが理由のも
の」「気持ちに関することが理由のもの」「その他」に
分類された。これについても同様に，それぞれの分類
から重複が多かったものを中心に２９項目を抽出して
「登校回避場面尺度項目案」とした。

Ⅲ　本 調 査

１．目的
　登校回避場面における対処方略尺度，ならびに登校
回避場面尺度の開発を行った上で，登校回避場面の質
的差異によって対処方略にどのような違いがあるのか
を検討する。

２．方法
（１）調査対象
　小学生については， A県内公立D小学校５年生２２名
（男子１４名，女子８名）ならびに６年生２３名（男子１３名，
女子１０名），A県内公立E小学校５年生１１５名（男子５０
名，女子６５名），B県内公立F小学校５年生５７名（男子
３１名，女子２６名）ならびに６年生７２名（男子３６名，女
子３６名），合計２８９名（男子１４４名，女子１４５名）であった。
　中学生については，A県内公立G中学校１年生１３９
名（男子６９名，女子７０名），B県内公立H中学校１年生
８７名（男子４３名，女子４４名）ならびに２年生７８名（男子
４２名，女子３６名）ならびに３年生８７名（男子４３名，女子
４４名），合計３９１名（男子１９７名，女子１９４名）であった。
（２）調査内容
　フェイスシートで学年，性別，年齢について尋ねた
後，以下の項目について調査を実施した。
①登校回避場面尺度
　予備調査で作成された２９項目を提示し，それぞれの
項目に書かれているようなことがある時に，「学校に行
きたくない」と感じることがありますかと尋ねた。「な
い」「あまりない」「少しある」「ある」の４件法とした。
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②最も登校を回避する場面の選択
　上記①の２９項目について，すべてに「ない」と答え
た者を除き，その他の者には２９項目中最も「学校に行
きたくない」と感じる場面はどれかを選択させ，項目
番号にて回答させた。また，２９項目には適切と思える
場面がない場合は，具体的な場面を自由に記述するよ
う求めた。
③登校回避場面における対処方略尺度
　上記②の場面を想起させ，その時，あなたは次のよ
うな行動や考えをどのくらいしましたかと尋ね，予備
調査で作成した３７項目を提示した。「あてはまらない」
「あまりあてはまらない」「少しあてはまる」「あてはま
る」の４件法とした。
④学校ストレスコーピング尺度
　上記③の基準連関妥当性を検討するために加えた。
　小学生については，大竹・島井・曽我１０）の小学生用
ストレスコーピング尺度短縮版１２項目を用いた。「問
題解決」「行動的回避」「気分転換」「サポート希求」
「認知的回避」「情動的回避」の６因子構造であり，「ぜ
んぜんあてはまらない」「あまりあてはまらない」「少
しあてはまる」「あてはまる」の４件法である。
　中学生については，三浦・坂野・上里１１）の中学生用
コーピング尺度３０項目を用いた。「積極的対処」「サ
ポート希求」「認知的対処」の３因子構造であり，「ぜ
んぜんしない」「あまりしない」「少しした」「よくし
た」の４件法である。
　これらについては，原尺度に従って得点化を行った。
⑤不登校傾向尺度
　上記①の構成概念妥当性を検討するために加えた。
　小学生については，五十嵐１２）の小学生用不登校傾向
尺度１０項目を用いた。「休養を望む不登校傾向」「遊び
を望む不登校傾向」の２因子構造であり，「あてはまら
ない」「あまりあてはまらない」「少しあてはまる」「あ
てはまる」の４件法である。
　中学生については，五十嵐・萩原３）の中学生用不登
校傾向尺度１３項目を用いた。「別室登校を希望する不
登校傾向」「遊び・非行に関連する不登校傾向」「精神・
身体症状を伴う不登校傾向」「在宅を希望する不登校傾
向」の４因子構造であり，「あてはまらない」「あまり
あてはまらない」「少しあてはまる」「あてはまる」の
４件法である。
　これらについては，原尺度に従って得点化を行っ
た。
（３）調査時期と手続き
　２００８年９月～１０月に各学級で学級担任が一斉に実施
し，その場で回答・回収された。

３．結果と考察
（１）登校回避場面における対処方略尺度の開発
　まず，登校回避場面尺度項目案２９項目に対し，全て

に「ない」と回答した小学生６３名，中学生５９名を除外
し，以降の分析では残りの小学生２２６名，中学生３３２名
を分析対象とした。
　その上で項目分析を実施し，度数分布で５０%以上の
偏りがあった項目，ならびにI−T相関で.３０以下で
あった項目，計１０項目を除外した上で因子分析（主因
子法・プロマックス回転）を実施した。その結果，共
通性が低い項目や因子負荷量.４０以下の項目が認めら
れたため，それら１７項目を除外し，計１０項目による因
子分析（主因子法・プロマックス回転）を再度実施し
た（Table１）。
　その結果，３因子が抽出された。第Ⅰ因子は，「友だ
ちと楽しい話をする」「『仲のよい友だちと会えるんだ』
と考える」というように，友人関係から得られるサ
ポートに期待する項目から成っていると考えられたた
め，「友人サポート」因子と命名した。第Ⅱ因子は，
「テレビを見る」「マンガを読む」というように，娯楽
を通して不快情動を発散させる項目から成っていると
考えられたため，「気晴らし」因子と命名した。第Ⅲ因
子は，「いやなことは考えないようにする」「いやなこ
とは忘れるようにする」という項目であり，登校回避
場面にまつわる出来事を意図的に抑制する項目から
成っていると考えられたため，「認知的抑制」因子と命
名した。因子間相関は.３６～.５９であった。これらの因
子構造を見てみると，登校回避場面における対処方略
尺度は，既存の学校ストレスコーピング尺度とは構造
が大きく異なることが示され，登校回避場面に限定し
た対処方略を検討することの意義が実証されたと言え
る。以上を踏まえ，各下位尺度得点は，各因子に含ま
れる項目の得点和を項目数で除したものとした。
　さらに，尺度の信頼性検討のためCronbachのα係数
を算出したところ，α＝.７３～.８１であり，各下位尺度
とも十分に満足できる値を示した（Table１）。した
がって，登校回避場面における対処方略尺度の内的整
合性は十分に保たれていると考えられる。
　次に，基準連関妥当性を検討するために，学校段階
別に学校ストレスコーピングとの相関係数を算出する
こととした。この際，先述のように小学生，中学生と
もに，本研究で用いた既存の学校ストレスコーピング
尺度と，登校回避場面における対処方略尺度は構造が
大きく異なることや，既存の学校ストレスコーピング
尺度自体が小中学生で構造が異なることから，学校ス
トレスコーピング尺度についてはその総得点を用いる
こととした。その結果（Table２），小学生ではr＝.１８
～.３１，中学生ではr＝.３６～.４８であり，いずれも弱か
ら中程度の相関が認められ，有意な結果であった。こ
のことから，登校回避場面における対処方略尺度の基
準連関妥当性は実証されたと言えよう。
　なお，各下位尺度における学校段階別の基本統計量
は，Table３ に示す。
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（２）登校回避場面尺度の開発
　項目分析により，度数分布で５０％以上の偏りがあっ
た５項目を除外し，因子分析（主因子法･プロマックス
回転）を実施した。その結果，因子負荷量.４０以下の項
目が認められたため，それら７項目を除外し，計１７ 項
目による因子分析（主因子法･プロマックス回転）を再
度実施した（Table４）。
　その結果，３因子が抽出された。第Ⅰ因子は，「やる
気がおきない時」「めんどうくさい時」というように，
主として気分の状態が優れない場面のほか，「ねむい
時」「体がだるい時」のように体調面が関与する項目も
認められた。そこで，「気分・体調の不良時」因子と命
名した。第Ⅱ因子は，「勉強がむずかしい時」「授業が
わからない時」など，主として学習に関わる出来事で

問題がある場面についての項目から成っていると考え
られたため，「学習面のトラブル発生時」因子と命名し
た。第Ⅲ因子は，「友だちから，いやがらせをされてい
る時」「学校でいやなことがあった時」というように，
心理面に直接影響を及ぼすような問題が生じた場面に
ついての項目から成っていると考えられたため，「心理
面のトラブル発生時」因子と命名した。これらの因子
間相関は.５２～.６７であった。以上を踏まえ，各下位尺
度得点は，各因子に含まれる項目の得点和を項目数で
除したものとした。
　以上について，信頼性検討のためCronbachのα係数
を算出したところα=.８１～.９１であり，各下位尺度と
も十分に満足できる値を示した（Table４）。したがっ
て，登校回避場面尺度の内的整合性は十分に保たれて

Table１　登校回避場面における対処方略尺度の因子パターン（プロマックス回転後）

Table３　登校回避場面における対処方略各下位尺度の学校段階別基本統計量

Table２　登校回避場面における対処方略尺度の基準連関妥当性の検討（コーピング総得点との相関分析結果）
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いると考えられる。
　妥当性検討については，基準連関妥当性を検討する
ために適当な基準となる既存尺度が存在しないため，
構成概念妥当性と因子的妥当性を検討することとし
た。
　構成概念妥当性の検討では，より多くの登校回避場
面について強い頻度でその存在を認識しているほど，
不登校傾向が強いという予測が成り立つことから，不
登校傾向尺度との相関係数を算出した。この際，既存
の不登校傾向尺度が小中学生で構造が異なること，特
定の不登校傾向の下位構造との関連性によって本尺度
の構成概念妥当性を確認できるわけではないことか
ら，不登校傾向尺度についてはその総得点を用いるこ
ととした。その結果（Table５），小学生ではr＝.５４
～.７０，中学生ではr＝.４８～.５８であり，いずれも中程
度の相関が認められ，有意な結果であった。このこと
から，登校回避場面尺度の構成概念妥当性は実証され
たと言えよう。
　また因子的妥当性の検討については，確証的因子分
析を実施した。その結果（Figure１），全てのパスおよ
び共分散がp＜.００１で有意であった。適合度検定を
行ったところ，RMSEA＝.０８９，TLI＝.８７４，CFI＝.９０４

であった。これは，探索的因子分析によって導き出さ
れた因子構造を用いたモデルが最適であるとは言えな
いものの，不適ではないということを示している。し
たがって，登校回避場面尺度の因子的妥当性は，ほぼ
満足できると結論付けた。
　なお，各下位尺度における学校段階別の基本統計量
は，Table６に示す。
（３）各登校回避場面高得点者による対処方略の違い
　登校回避場面の質的差異による，対処方略の用い方
の違いを明らかにするため，まずは各登校回避場面で
高得点を有している対象者を抽出し，それと対処方略
各下位尺度得点との関連を検討することとした。
　各登校回避場面の高得点者抽出にあたっては，はじ
めに登校回避場面下位尺度ごとに平均値と標準偏差を
算出した。そして，平均値＋１標準偏差以上の得点を
有する対象者は，その登校回避場面の得点が高い群と
して抽出した。さらに，この基準で複数の登校回避場
面が抽出された者はこの時点で分析から除外した。そ
の上で，登校回避場面対処方略について，これら登校
回避場面得点の高さによる群分けを要因とした１要因
分散分析を実施した。
　その結果，「気晴らし」方略では有意な結果が得られ

Table４　登校回避場面尺度の因子パターン（プロマックス回転後）



五十嵐　哲　也

―　９６　―

（F［２／１１１］＝３.３９，p＜.０５），Tukey法による多重
比較の結果，「気分・体調の不良時」高得点群が「心理
面のトラブル発生時」高得点群よりもこの方略を多く
用いていることが明らかとなった。
　また「認知的抑制」方略では有意傾向が認められ
（F［２／１１１］＝２.９６，p＜.１０），Tukey法による多重
比較の結果，「学習面のトラブル発生時」高得点群が
「気分・体調の不良時」高得点群よりもこの方略を多く
用いていることが明らかとなった。
　「友人サポート」方略でも有意傾向が認められたが
（F［２／１１１］＝２.３７，p＜.１０），Tukey法による多重
比較では有意な結果が得られなかった。これらの結果
はTable７に示す。
（４）本人の選択による最も登校を回避する場面と対処
方略との関連
　次に，最も登校を回避する場面として，対象者自身
によって選択された場面が何かによって，対処方略の
用いられ方がどのように異なるかについて検討するこ
ととした。
　この分析を実施するにあたり，まずは最も登校を回

避する場面の選択状況について，登校回避場面尺度と
の対応を明らかにした。この際，先に実施した因子分
析により，登校回避場面尺度から除外されている項目
を選択した対象者は分析から除外することとした。ま
た，教示を無視して複数項目を選択し，かつそれが複
数の下位尺度に重複している対象者も，分析から除外
した。しかし，複数項目を選択していても，それらが
同一下位尺度内の項目である場合には，分析対象者と
した。また，自由記述で記載している者のほとんど
は，提示している登校回避場面の項目内容をそのまま
記載しているか，あるいは類似した表現で記載してい
るものであったため，それらは対応する項目として分
類し，分析対象とした。それ以外の自由記述を行って
いる者については，分析から除外した。
　以上の手続きによって，対象者の選択した最も登校
を回避する場面が，登校回避場面尺度の３つの下位尺
度のうちどれにあたるかを見極め，それによって対象
者を３群に群分けした。その上で，登校回避場面にお
ける対処方略について，この群分けを要因とした１要
因分散分析を実施した。

Table５　登校回避場面尺度の構成概念妥当性の検討（不登校傾向総得点との相関分析結果）

Table６　登校回避場面各下位尺度の学校段階別基本統計量

Figure１　登校回避場面尺度の因子的妥当性の検討（確証的因子分析の結果）
注：□内の数字は項目番号を表す。
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小・中学生の登校回避場面における対処方略

　その結果（Table８），「認知的抑制」方略について有
意差が認められ（F［２／３０７］＝９.３１，p＜.００１），Tukey
法による多重比較の結果，「心理面のトラブル発生時」
選択群が「気分・体調の不良時」選択群に比べて，こ
の方略を多く用いていることが明らかとなった。その
他の方略では有意な結果が得られなかった。

Ⅳ　総合考察

　まず，登校回避場面における対処方略尺度について
は，その信頼性，妥当性がともに十分満足できるもの
であり，有用な尺度であることが確認された。そして
それらの下位構造は，「友人サポート」「気晴らし」「認
知的抑制」というものであった。これらは，いずれの
因子も，状況を変化させたり問題を特定したりして積
極的な問題解決を図っていく「問題焦点型」対処方略
（ラザルス・フォルクマン９））ではなく，問題に対する
情動的な反応をコントロールしてその苦痛を軽減させ
ようとする「情動焦点型」対処方略（ラザルス・フォ
ルクマン９））であると言える。またこの傾向は，予備調
査における自由記述の結果の段階から顕著であった。
ラザルス・フォルクマン９）は，この情動焦点型対処方
略について，問題に対する対処可能性が低いと判断さ
れる時に用いられると述べている。この指摘を踏まえ
ると，児童・生徒にとって，登校回避場面は「自分の
力ではどうにもできない」と感じるような事態であり，
唯一自ら実行可能な対処方略として，以上のような３
種類の方法が選択されていると示唆される。また同時
に，登校を回避したい感情に影響を及ぼす要因は複雑
であると考えられるため，子ども自身にもその問題を
特定し，それを解決に導くための方策を検討すること
が困難であるということも推測される。

　また，登校回避場面自体の複雑さも，問題焦点型対
処方略を不可能にしている背景となっているのではな
いだろうか。本研究では，信頼性，妥当性ともに十分
であることが確認された登校回避場面尺度を開発し
た。それによれば，子どもたちの登校回避場面は「気
分・体調の不良時」「学習面のトラブル発生時」「心理
面のトラブル発生時」という３因子構造であって，し
かもそれらは相関関係を保っており，複雑に絡み合っ
て認知されていることが明らかとなった。これらを踏
まえれば，子どもたちは様々な場面で登校回避感情を
経験し，またどこかでその感情を抱くとその他の場面
でも「行きたくない」と感じやすくなることが示唆さ
れる。このような事態では，問題を特定する作業は困
難となり，問題焦点型対処方略は不可能となるであろ
う。
　さらに，例え情動焦点型対処方略のみが用いられる
としても，その３種類のうちどれを用いるかは登校回
避場面の質的差異によって異なるのではないかという
観点から検討を進めたところ，興味深い結果が得られ
た。すなわち，何となく不調であるという場面（「気
分・体調の不良時」）で登校回避感情を感じやすい者は
「気晴らし」方略を多く選択する一方，勉強がわからな
いなどの「学習面のトラブル発生時」に登校回避感情
を感じやすい者は「考えないようにする」といった対
処方略（「認知的抑制」）を多く用いていることが明ら
かとなった。また「認知的抑制」は，人間関係等で明
確な悩みがある場合（「心理面のトラブル発生時」）に
登校回避感情を感じやすい者も，同様に多く用いてい
る対処方略であることが明らかとなった。「気分・体調
の不良時」の結果は，「気を紛らわす」対処を行う小学
高学年の児童は様々な心身症状を呈しやすいとの指摘

Table７　各登校回避場面の高得点者による登校回避場面における対処方略の差

Table８　本人の選択による最も登校したくない場面と登校回避場面における対処方略との関連
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（岩瀬・池田・金子・坂本・徳山１３））を支持する結果で
あると言えよう。さらに「学習面のトラブル発生時」
や「心理面のトラブル発生時」に関する結果は，中学
生の学業に関するストレッサーが他者依存的情動中心
対処，回避的対処，積極的情動中心対処と結びついて
いるとの指摘（神藤１４ ））や，友人関係に関するストレッ
サーは「あきらめ」対処と結びついているとの指摘
（松崎・小林１５））を支持する結果を得られたと考えられ
る。したがって以上の結果は，日常的に感じられる不
快な出来事を契機とした場合は情動発散で対処可能で
あるが，それ以外の深刻な状況ではその出来事を認知
的に抑制することでしか対処できないという実態を示
唆していると言えよう。
　一方で，「友人サポート」は多用される対処方略とし
ては認められなかった。このことは，登校回避感情を
抱くような状況の際，友人に援助を求めるよりもまず
は自分でできることを探す，という対処スタイルがあ
ることを示唆すると考えられる。また，先に述べたよ
うに，渡辺・小石５）によれば，中学生では友人からの
ソーシャルサポートの低さが登校回避感情を規定する
１つの要因になっている。本研究で開発した登校回避
場面尺度においても，「心理面のトラブル発生時」には
友人関係上のトラブルを示す項目も含まれており，こ
こからも「友達には頼れない」状況にある者が強く登
校回避感情を抱いていることが推測される。したがっ
て，登校回避場面を強く意識している者にとっては，
他の対処方略に比較して，「友人サポート」は選択され
にくい方法であることが示唆される。
　以上を踏まえ，登校回避感情を抱える児童・生徒へ
の援助を検討すると，そのような場面に遭遇した場合
の対処として「気晴らし」「認知的抑制」を身につけさ
せ，それらを効果的に活用できるようにすることが必
要であると考えられる。また同時に，登校回避場面に
遭遇しないために，日常の友人サポート機能を高める
ような働きかけを行っていく必要があろう。さらに
は，「問題焦点型」対処方略が登校回避場面において見
出されなかったということは，そもそもこれらを身に
つけていれば，登校回避場面に遭遇しない可能性があ
る。この点に関しては，小林１６）の指摘を参考に，今後
の研究の蓄積が必要である。
　なお岡田１７）は，対処方略研究の新しい視点として，
対処方略の組み合わせによる適正処遇交互作用パラダ
イムの援用を提案している。今後は，この観点から詳
細な検討を行うことで，登校回避場面において，個人
にふさわしい対処方略とはどのようなものかというこ
とを明らかにしていく必要がある。
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